
 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

                                       

 

 

 

 

 

「清流の国ぎふ」を守り育てる森林づくりの実施状況 

平成２８年度岐阜県森林づくり基本計画に基づく施策の 

実 施 状 況 報 告 書 

平成２９年１０月 
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＜基本理念＞ 

揺るぎない長期的展望と県民協働による 

持続可能な森林づくり 

＜森林づくりの基本的考え方＞ 

県では、「岐阜県森林づくり基本条例」に基づき平成 18年に策定した基本計画を見直し、

平成 24年３月に新たに「第２期岐阜県森林づくり基本計画（H24～H28）」を策定しました。

第２期基本計画では、これまでに取り組んできた、木材を「伐って、利用する」という林

業活動を重視した「生きた森林づくり」に加え、環境を重視した、守って、活かす「恵み

の森林づくり」に取り組んできました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２期基本計画に基づく取組み 

対
象
と
な
る 

森
林 

岐阜県の民有林（約 66万 ha） 

環境保全林（約 39万 ha） 

主に、里山林、奥山林、川沿いの 

森林（渓畔林）等 

 

木材生産林（約 27万 ha） 

経営林（主にスギ・ヒノキ等の針葉 

樹人工林、パルプ・チップ・家具材 

等に活用する広葉樹天然林）等 

 

取
組
み
の 

方
針 

恵みの森林づくり 

環境を重視した、森林を守って、 

活かす取組み 

生きた森林づくり 

林業活動を重視した、木材を伐 

って、利用する取組み 

「清流の国ぎふ」の森林づくり 

〈表紙の写真〉 

 左：水源をはぐくむ森林（宇津江四十八滝 高山市） 

 右上：森林経営計画を樹立し、林道を軸に開設した作業道で搬出間伐（加茂郡東白川村） 

 右中：里山林整備・森林環境教育講座（恵那市）、 右下：「ぎふ木育」木のおもちゃで遊ぶ子どもたち（各務原市） 
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＜総合的・重点的に取り組むプロジェクト＞ 

基本計画では、３つの基本方針、12の施策の柱に基づく各種施策の展開を目指していま

すが、この中でも特に横断的に取り組むべき対策を５つのプロジェクトとして位置付け、

総合的な施策展開を進めました。 
恵みの森林づくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生きた森林づくり 

奥山林 

経営林 

里山林 

水源林保全プロジェクト 

（H28 年度の実績） 

・水源林保全シンポジ

ウムを開催 

 ・水源林の公有林化を

支援 

木質バイオマスエネルギーへの転換プロジェクト 

（H28 年度の実績） 

・地産地消型木質バイオマス利

用推進のためのセミナー開催 

・公共施設等の木質資源利用ス

トーブ、木質ペレット熱電供

給施設の導入を支援 

 

恵みの森づくりプロジェクト 

（H28 年度の実績） 

・土岐市、中津川市の第 

 ３号、第４号環境保全 

モデル林の利活用開始 

・揖斐川町の第５号環境

保全モデル林を整備 

森林経営合理化プロジェクト 

（H28 年度の実績） 

・次世代型林業架線研

修で技術者を育成 

・コンテナ苗の安定供

給施設が竣工 

優良県産材供給倍増プロジェクト 

（H28 年度の実績） 

・郡上市内の大型製材工場 

が本格稼働 

・県産材の販路拡大に向け、

東京と名古屋、韓国の展示

会に出展 

 

環境保全モデル林において、里山林の整備、野生生物との共存、新たな活 

用を進める。 

恵みの森づくりプロジェクト 

 

奥山林や渓畔林など地域の水源として重要な森林の保全・整備を進める。 

水源林保全プロジェクト 

 

クリーンで再生可能な木質バイオマスエネルギーへの転換を進めるため、地
域内での木質バイオマスの利用拡大を進める。 

木質バイオマスエネルギーへの転換プロジェクト 

 

「森林経営計画」の策定による森林の経営目標の明確化、経営委託方式によ
る森林の集約化、効率的な森林経営等を進める。 

森林経営合理化プロジェクト 

 

木材生産・流通・加工、製品流通・利用にいたる、木材の流れを円滑にする
ため、優良県産材の安定供給対策を進める。 

優良県産材供給倍増プロジェクト 
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里山林を中心に、「環境」を重視した新たな森林づくりを進めるために、“環境保全モデル

林”の選定、活用計画の策定、整備、森林資源の利活用を通して、新たな里山林の保全・活

用モデルの構築を図るプロジェクトです。 

 

平成 28年度の実施状況 

＜第１号 美濃市古城山
こじょうざん

＞ 

○子どもたちの環境教育学習や伐採した木の薪づくりなどプレーヤー（※１）中心の体験型イ

ベントが定期的に実施されました。 
（※1）プレーヤー：モデル林設置者とモデル林の活動協定を締結し、自立継続した里山保全活動を実施 

する森林づくり団体。 

＜第２号 可児市我
わが

田
た

の森＞ 

○プレーヤーが中心となり子ども向けの「自然学校（自然体験型学習）」から大人が学べる

「里山案内人講座」などが実施され、幅広い世代において環境教育等が実施されました。 

＜第３号 土岐市土岐高山
たかやま

城跡
じょうし

の森＞  

○オープニングセレモニーを皮切りに、 

プレーヤーが中心となって、カブトムシ 

観察会や木工教室、椎茸の菌打ち体験な 

どが実施されました。 

＜第４号 中津川市加子母福崎
ふくさき

の森＞ 

○オープニングセレモニーを皮切りに、 

プレーヤーが中心となって、地元中学生を対象とした里山学習などが実施されました。 

また、里山体験学習や森づくり活動をとおして、都市部の市民や県外企業とプレーヤー

との交流が進みました。 

＜第５号 揖斐川町城
じょう

台山
だいさん

＞ 

○平成 27年度に策定した「整備・活用計画」に基づき、展望台、管理棟や遊歩道の整備を

進めました。 

 

 

 

 

 

 

 

「恵みの森林づくり」関連プロジェクト 

１ 恵みの森づくりプロジェクト 

<揖斐川町城台山 展望台＞ 

 

 

＜土岐市土岐高山城跡の森 菌打ち体験＞ 

 

 

<中津川市加子母 福崎の森＞ 
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平成 28年度の評価 

＜第１号 美濃市古城山＞ 

○プレーヤーによる自発的・積極的な活動が定着したこと

により、自立的な活動が進みました。プレーヤー以外の

団体による「森のようちえん」や「ろうきん森の学校」

（労働金庫連合会の社会貢献活動。森林環境教育事業を

実施。）が開催されたほか、近隣の保育園児が遠足で利用

するなど、多方面での利活用が進みました。 

＜第２号 可児市我田の森＞ 

○プレーヤーによる自発的・積極的な活動が定着したこと

により、里山の利活用が進みました。また、大学の研修

で利用されるほか、子どもから大人まで年代を問わず参

加できるイベントが増え、多方面からの利活用も進みま

した。 

＜第３号 土岐市土岐高山城跡の森＞ 

○オープニングを経て、プレーヤー等が主体となり、歴史的観光資源を生かしたウォー

キングや子ども達が自然を体感できるカブトムシ観察など各種イベントを開催し、里

山の利活用が本格的に始動しました。また、プレーヤーが定期的に草刈りや除伐を実

施するなど里山を保全する動きも定着しつつあります。 

＜第４号 中津川市加子母福崎の森＞ 

○オープニングを経て、プレーヤー等が主体となり、里山文化、自然、林業を体験でき

るよう里山体験学習や親子木工工作など各種体験学習を開催し、里山の利活用が本格

的に始動しました。特に県外の市民や企業の活動が多く、都市部と里山の交流の場と

して活用する手法が定着しつつあります。 

＜第５号 揖斐川町城台山＞ 

○揖斐川町、プレーヤー等からの様々な意見や想いを反映し、多様な環境教育・体験

プログラムを実施する拠点となる整備を進めることができました。 

 

平成 29年度以降の方針 

＜第１号 美濃市古城山＞＜第２号 可児市我田の森＞ 

＜第３号 土岐市土岐高山城跡の森＞＜第４号 中津川市加子母福崎の森＞ 

○プレーヤーの積極的な活動を支援（促進）します。 

○プレーヤーの活動状況等のＰＲや、里山活動体験プログラムの情報の発信により、

モデル林の普及や入込者数の増加に努めます。 

 

＜第５号 揖斐川町城台山＞ 

○平成 29年７月１日にオープニングイベントを実施しました。 

○オープン後はプレーヤーによる積極的な活動を支援(促進)し、地元小学校との連携

による環境教育・体験プログラムなどによる利活用を進めていきます。 

○プレーヤーの活動状況等のＰＲや、里山活動体験プログラムの情報の発信により、

モデル林の普及や入込者数の増加に努めます。 

<美濃市古城山 伐採体験＞ 

 

 

<可児市我田の森 森の学校＞ 
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森林の大面積伐採や乱開発による水資源の枯渇、水質悪化を防止するため、水源林の

保全の強化、森林が持つ公益的機能の維持増進に取り組むプロジェクトです。 

平成 28年度の実施状況 

◆水源地域保全条例の運用 

○平成 25年３月に、水源地域において土地の取引を行う際に事前の届出を義務付けた「岐

阜県水源地域保全条例」を制定し、平成25年10月から事前届出制度を運用しています。

平成 28年度は、林業・木材会社や個人による森林取得を目的とした 42件の届出があり

ました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 水源林保全プロジェクト 

「恵みの森林づくり」関連プロジェクト 

＜岐阜県水源地域保全条例の概要＞ 

 
 目的  

岐阜県のアイデンティティである清流を守り、後世に伝えていくためには、森林等の水源

地域の保全が重要です。 

そのため、水源地域の保全に関する施策を総合的に推進し、もって現在及び将来の県民の

健康で文化的な生活の確保に寄与することを目的とします。 

 

水源地域の指定  

 水源の保全のために、特に適正な土地の利用を確保する必要があると認められる 22 市町 

村、258箇所、約５万２千 ha を水源地域として指定しています。 

 

事前届出制度 

 
①届出をしなかった場合または虚偽の届出をした場合は５万円以下の過料を科すことがあ

ります。 

②届出を受けた県は、市町村や審議会の意見を聴いたうえで、届出者に助言、指導を行い

ます。また、必要に応じて市町村が土地所有者に対し直接助言等を行うことがあります。 



 

 

- 6 - 

 

◆公有林化支援事業 

○八百津町、白川町の水源林 3.4haの公有林化を支援しました。 

 

 

 

 

 

 

 

                    

◆水源林保全への理解 

○条例の周知や水源林保全への理解を深めるための説明会を大垣市、関ヶ原町、美濃市、

美濃加茂市、白川町、中津川市の６市町で開催したところ、80人が参加しました。 

○水源林保全への理解を深めることを目的に、「親と子の水源林教室」を各務原市、大垣

市、多治見市、中津川市、下呂市の５市で開催したところ、親子 155人が参加しました。

また、水源林の保全を考える機会となるシンポジウムを岐阜市で開催し、約 480人が参

加しました。 

○水源林保全活動に取り組むＮＰＯ等と協働で「県民協働による森の通信簿事業」を郡上

市、白川町、中津川市の３市町で実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 28年度の評価 

○条例に基づく届出が 42件提出され、土地所有者に対して適正な土地利用に努めるよう

助言を行い、水源地域の保全に努めました。 

○八百津町、白川町の水源林の公有林化を支援し、適切な森林管理と水源の確保が図られ

ました。 

○条例に関する説明会や「親と子の水源林教室」、シンポジウムの開催を通して、森や水

の大切さ、水源林の現状等を知っていただき、水源林保全の機運を高めることができま

した。 

また、岐阜大学の指導により水源林保全活動に取り組むグループを育成しました。 

 

平成 29年度以降の方針 

○水源林を守るため、条例の適切な運用や市町村による水源林の公有林化などに取り組み

ます。 

○水源林保全の理解を深めるため、住民への説明会を継続して実施します。 

 <公有林化した森林（八百津町）> 

<「森の通信簿事業」の様子（白川町）> 

<公有林化した森林（白川町）> 

<「森の通信簿事業」の様子（中津川市）> 

）＞ 
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Ｃ・Ｄ材を有効活用するため、地域の実情に応じたＣ・Ｄ材の搬出から加工までの効率的

な利用システムを構築するとともに、広葉樹林等から伐採された薪の活用等、木質バイオマ

スのエネルギー利用を幅広い分野で広げるプロジェクトです。 

 

平成 28年度の実施状況 

◆木質バイオマス発電施設によるＣ・Ｄ材活用の促進 

○木質バイオマス発電施設への燃料供給を安定的に実施するた 

め、未利用材を効率的に収集・搬出し、燃料証明を適正に行 

うための研修会と、地産地消型木質バイオマス利用を推進す 

るためのセミナーを各１回開催しました。 

◆地域ぐるみの未利用材搬出活動の支援 

○９市町 25地域で実施された、地域住民と市町が連携し地域ぐ

るみで行う間伐材等の未利用材搬出活動に対して支援を行い、

合計 3,323トンの未利用材が搬出されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 木質バイオマスエネルギーへの転換プロジェクト 

＜現地研修会の開催状況（美濃加茂市内）＞ 

「恵みの森林づくり」関連プロジェクト 

＜搬出された未利用材（間伐材）＞

郡上

揖斐川

大垣

たかす木の駅会議
・搬出量：１０５．０トン

口明方木の駅実行委員会
・搬出量：２０．０トン

いび森林資源活用センター協同組合
・搬出量：１００．６トン

木の駅上石津実行委員会
・大垣市上石津
・搬出量：２００トン

実施市町（9市町・25地域）

◆新規地域

恵那

関

「木の駅」ＩＮつぼがわ活動組織
・関市富之保 他

・搬出量：２４９．３トン

「木の駅」ＩＮいたどりがわ活動組織
・関市板取
・搬出量：１９．８トン

笠原木材(株)
・搬出量：１５８．９トン

NPO法人活エネルギーアカデミー
・搬出量：３３６．９トン

NPO法人山と森のお援け隊
・搬出量：１６．４トン

◆木質燃料(株)
・搬出量：１３３．９トン

笠周地域木の駅実行委員会
・恵那市中野方町 他

・搬出量：３８７．６トン

やまおか木の駅実行委員会
・恵那市山岡町
・搬出量：５８０.０トン

◆くしはら木の駅実行委員会
・恵那市串原
・搬出量：１５９．０トン

中津川

つけち木の駅プロジェクト実行委員会
・中津川市付知
・搬出量：７３．０トン

高山

白川

東濃ひのき製品流通協同組合
・白川町

・搬出量：４４２．０トン

下呂

中原西森林造成組合
・搬出量：３４．６トン

大洞森林造成組合
・搬出量：６．９トン

山之口森林造成組合
・搬出量：３５．０トン

黒石・川上森林造成組合
・搬出量：１２．６トン

菅田森林造成組合
・搬出量：６０．４トン

◆金山・下原森林造成組合
・搬出量：２５．０トン

◆輪川森林造成組合

・搬出量：３２．９トン

◆跡津・古関森林造成組合
・搬出量：３９．７トン

◆尾崎森林造成組合
・搬出量：６．０トン

◆竹原西部森林造成組合
・搬出量：８７．５トン

図１ 地域ぐるみの未利用材搬出活動実施地域 
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 表１ 平成 28 年度木質バイオマス利用施設導入一覧 

◆木質バイオマス利用施設の導入促進 

○７市の公共施設等 18箇所において、薪ストーブ 10台、木質ペレットストーブ９台、木質

ペレット熱電併給施設１基の導入を支援しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 28年度の評価 

◆木質バイオマス発電施設によるＣ・Ｄ材活用の促進 

○Ｃ・Ｄ材の収集・搬出への理解や木質バイオマス加工流通施設の整備支援が進んだことに

より供給量が増加し、木質バイオマス発電施設によるＣ・Ｄ材の活用が一層進みました。 

◆地域ぐるみの未利用材搬出活動の支援 

○新たに７地域（恵那市１地域、下呂市５地域、高山市１地域）で事業者が加わり、９市町

25地域において、地域ぐるみの未利用材搬出の取組みが始まり、活動地域の拡大を図るこ

とができました（図１参照）。 

◆木質バイオマス利用施設の導入促進 

○７市において木質バイオマス利用施設の導入が進み（表 1参照）、Ｃ・Ｄ材の幅広い利用

促進を図ることができました。 

 

平成 29年度以降の方針 

◆木質バイオマス発電施設によるＣ・Ｄ材活用の促進 

○瑞穂市における木質バイオマス発電施設の安定稼働を図るため、未利用材の効率的な収

集・運搬等に関する指導・支援、木材生産・チップ製造業者への施設整備支援等、未利用

材の安定供給体制の構築を支援するとともに、人材育成を実施します。また、木質バイオ

マス資源が有効活用される地産地消の取組みを拡大するため、木質バイオマス燃料の安定

供給体制の構築に向け、地域ごとに協議会の設立を支援します。 

◆地域ぐるみの未利用材搬出活動の支援 

○地域が一体となった未利用材搬出に対する支援を継続するとともに、現地研修や講習会の

実施などを通して、搬出量の増加を図ります。また、他地域への働きかけ、地域住民の活

動組織づくりの助言等を通じて、活動地域の全県への更なる拡大を支援していきます。 

◆木質バイオマス利用施設の導入促進 

○地域の木材を利用して地域の熱電エネルギーを産出する地産地消型の中小規模バイオマス

エネルギー施設導入を支援し、地域内で資源の循環利用ができる体制を整備します。 

＜飛騨高山しぶきの湯（高山市）＞ 

＜ＮＰＯぎふ村（中津川市）＞ 

おひさまの微笑み 介護施設 ペレットストーブ１台

おひさまのこもれび 介護施設 ペレットストーブ１台

花ざくろ河原町店 飲食施設 ペレットストーブ１台

各務原市 ひよし幼稚園 幼稚園 ペレットストーブ１台

高鷲スノーパーク レジャー施設 ペレットストーブ１台

Ｎ．Ａ．Ｏ　ＣＯＲＥ レジャー施設 薪ストーブ１台

レストラン　コダチ 飲食施設 ペレットストーブ１台

さんぽ道(喫茶店) 飲食施設 ペレットストーブ１台

可児市 One's Life レストラン 薪ストーブ１台

中津川市 NPO ぎふ村健康増進センター　交流スペース NPO施設 薪ストーブ１台

山喜建設㈱本社ＳＲ ショールーム 薪ストーブ１台

どらく（喫茶、農産物販売） 農産物販売所 薪ストーブ１台

龍華保育園 保育園 薪ストーブ３台

たんぽぽ保育園 保育園 ペレットストーブ１台

「かさはらの家」モデルハウス 展示施設 薪ストーブ１台

福太郎　宿泊施設（仮称） 宿泊施設 ペレットストーブ１台

soileat table レストラン 薪ストーブ１台

宇津江四十八滝温泉しぶきの湯　遊湯館 温浴施設 木質ペレットガス化熱電併給施設１基

下呂市

高山市

導入先施設 分類 導入された施設
施設所在
市町村

岐阜市

郡上市
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自立した林業を実現するため、「市町村森林整備計画｣、｢森林経営計画」の策定を支援す

るとともに、計画の策定に関わる林業普及指導員（フォレスター（※２）等）や施業プランナ

ーといった人材を育成するプロジェクトです。 
（※２）フォレスター：林業普及指導員資格試験区分における地域森林総合監理に合格した者の通称。 

 

平成 28年度の実施状況 

◆市町村森林整備計画・森林経営計画の策定支援 

○市町村森林整備計画で、多面的機能の発揮を期待する森林を区分（ゾーニング）するため、

市町村を対象とした研修会や市町村森林管理委員会等において指導しました。 

○森林経営計画制度の推進のため運用マニュアルの改善やシステム改修を実施したほか、市

町村・森林組合・事業体等を対象にした個別指導や研修会等（延べ 22回）を開催し、計画

策定、計画変更、実行管理の指導を行い、森林経営計画作成や管理の支援をしました。 

◆低コスト造林方法と獣害対策の研究・普及 

○低コスト造林のモデル的な取組みを募集し、新たに５件の提案を採択しました。 

○公有林における主伐・再造林のモデル的な取り組みを開始しました。 

○コンテナ苗の安定供給施設として整備を進めてきた岐阜樹木育苗センターが竣工しました。

また、苗木生産者のコンテナ苗生産施設の導入を支援しました。 

○白鳥林木育種事業地と下呂林木育種事業地において少花粉スギのミニチュア採種園を拡張

しました。 

○低コストで手間のかからないニホンジカ採食防止技術の開発に着手し、新たな防除資材に

よる単木的対策と面的対策の試験地を設置しました。 

 

 

 

 

 

 

 

◆施業プランナーやフォレスターの育成 

○受講者のレベルに応じた３段階の施業プランナー研修を実施し、新たに９人の施業プラン

ナーを育成しました。また、施業プランナー育成にかかる研修を修了し、実務経験を有し

た者を登録する岐阜県森林経営プランナーに新たに８人を登録しました。 

○国有林、福井県、長野県、愛知県の林業普及指導員やフォレスターとの情報交換会や技術

交流会等を計４回開催し、互いの知識、技術の向上、情報交流 

を図りました。 

○県が所有する欧州製タワーヤーダを活用し、次世代型林業架線

研修（ＯＪＴ）を開催して、20名の技術者を育成するとともに、

欧州研修に林業事業体の技術者３名を派遣しました。 

１ 森林経営合理化プロジェクト 

「生きた森林づくり」関連プロジェクト 

<岐阜樹木育苗センター（下呂市）> 

 

 

<ニホンジカ採食防止技術の開発（恵那市，養老町）> 

 

 

＜次世代架線研修（郡上市）＞ 
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平成 28年度の評価 

◆市町村森林整備計画・森林経営計画の策定支援 

○民有林が存在する 34市町村のうち飛騨川森林計画区（２市６町１村）において市町村森林

整備計画が樹立されました。 

○平成 24年度からの累計で 12万 3千 haの森林について森林経営計画が策定され、施業や路

網整備の計画が明確にされました。事業計画推進のための実行管理や実情に合わせた計画

の見直しとともに、計画的な木材生産のためには一層の計画策定の促進が必要です。 

◆低コスト造林方法と獣害対策の研究・普及 

○低コスト造林のモデル的な取組みを新たに５件採択し、平成 26年度からの３年間で 14件、

23haとなり、造林・保育に関するコスト削減の取組みを進めることができました。 

○公有林における主伐・再造林のモデル的な取組みを７箇所で開始し、実証が進んでいます。 

○コンテナ苗が 284千本生産され、低コスト造林に向けた体制ができました（Ｈ27年度生産

量 88千本）。 

○低コストで手間のかからない獣害防除対策の試験地３箇所を設置し、研究が進んでいます。 

◆施業プランナーやフォレスターの育成 

○受講者のレベルに応じた３段階の研修の実施により、新たな施業

プランナーの育成と、既存の施業プランナーの知識・技術の向上

を図ることができました。 

○「森林経営プランナー登録制度」により、地域の森林経営で中核

を担う人材の位置づけを明確にすることができました。 

○普及活動発表会や資質向上研修を開催し、林業普及指導員等の知 

識、技術の向上が図ることができました。 

 

平成 29年度以降の方針 

◆市町村森林整備計画・森林経営計画の策定支援 

○市町村森林整備計画において、森林配置計画策定のための将来目標区分の設定を支援しま

す。また、将来目標区分の一つ「木材生産林」を中心に、効率的な森林経営を実施するた

め、林業事業体等の森林経営計画（林班計画、区域計画）策定の促進に努めます。 

○森林経営計画の実行管理の指導、期間満了となる計画の再編や更新の指導を行います。 

◆低コスト造林方法と獣害対策の研究・普及 

○コンテナ苗の生産を支援するとともに、造林事業者に対しコンテナ苗の利用促進に取り組

みます。 

○木材生産量確保と確実な再造林のため、公有林での主伐・再造林をモデル的に実施すると

ともに、木材生産林での再造林と獣害防除を重点的に支援します。 

○低コストで手間のかからない獣害防護柵等の開発に引き続き取り組みます。 

◆施業プランナーやフォレスターの育成 

○受講者に応じた３段階の研修を開催するとともに、引き続き育成研修及び上級研修を実施

し、森林管理・経営の中核を担う施業プランナーの育成と継続的な資質向上を図ります。 

○「森林経営プランナー」の登録を推進し、林業事業体等における森林経営プランナーの活

動促進を図るとともに、技術維持のための定期的な研修を実施します。 

○地域の森林管理を総合的に指導するため、フォレスターの知識、技術の向上を図るととも

に、県内外の情報収集、他県や国有林との連携した研修会等により資質の向上を図ります。

<施業プランナー研修> 
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原木の生産から木材製品の利用に至る「木材の流れ」を円滑にすることを目的として、｢木

材生産｣、｢木材加工｣、｢木材利用」の各分野において生産加工販売体制を強化するとともに、

｢木材流通｣、｢製品流通」の分野では流通の合理化や需給のマッチング機能を強化するプロジ

ェクトです。 
 

平成 28年度の実施状況 

◆木材流通の合理化 

○３事業体に対し加工流通施設の処理能力向上を図るための木材積み下ろし機械（ログロー

ダ）の施設整備を支援しました。 

◆加工体制の強化 

○製材工場の加工・搬送ラインの生産性強化を図るため、２事業体のプレカット加工機械等

の新規設備導入に向けた検討と指導を行いました。 

○施設整備の支援を行ってきた既存の製材工場や新規稼働した大型製材工場等が、年間を通

して安定的な生産・加工が行えるよう指導しました。 

○木材加工施設等の稼働状況が低調な３事業体に対して、経営改善指導を行いました。 

◆県産材の利用促進 

○構造材に「ぎふ性能表示材」を一定量以上使用した住宅（県内 215棟、 

県外 19 棟、移住定住 16 棟）に対して一棟当たり 20 万円を助成しまし

た。また、内装材に一定量以上使用した住宅（バリアフリー改修含む）

77棟に対して一棟当たり最大 16万円を助成しました。 

○木造住宅に関する消費者からの相談に対応できる「岐阜県木造住宅アド

バイザー」を新たに 6人養成・認定しました。 

○住宅購入希望者に最初に接する営業担当者を「岐阜県木造住宅相談員」 

として新たに 30人養成・認定しました。 

○著名な建築家を招いて「公共建築物の木材利用推進シンポジウム」を開催し、約 500名が

参加しました。また、「公共施設等における県産材利用推進方針」に基づき、７つの県有施

設で内装木質化を行うとともに、10 の公共施設等の木造化・内装木質化を支援しました。 

○中京圏での木材利用拡大に向けて、愛知県・岐阜県・長野県が連携し、中京圏の建築士、

工務店等を対象に、名古屋市内で「ＷＯＯＤコレクション（モクコレ）2016 in 名古屋」

を開催しました。 

○関東圏での木材利用拡大に向けて、東京都・岐阜県・長野県が連携し、

首都圏の建築士、工務店等を対象に、東京都内で「ＷＯＯＤコレクショ

ン（モクコレ）2017」を開催しました。 

○韓国に向けた県産材の輸出を拡大するため、県は県内企業５社とともに、

韓国最大の住宅資材展示会「ＫＯＲＥＡ  ＢＵＩＬＤ 2017」に出展し

ました。また、展示会に合わせて、韓国内の工務店や設計士を対象とし

た木造軸組住宅建築技術ビジネスセミナーを開催しました。 

２ 優良県産材供給倍増プロジェクト 

「生きた森林づくり」関連プロジェクト 

<岐阜県木造住宅アドバイザー 

養成講座（郡上市）> 

<ＫＯＲＥＡ ＢＵＩＬＤ2017 

（韓国）> 
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平成 28年度の評価 

◆木材流通の合理化 

○ストックポイントとなる中間流通施設の木材積み下ろし機械（ログローダ）の施設整備支

援等により、効率的な流通体制強化が図られ、製材工場等への原木直送量は 26.4万ｍ3と、

対前年度比 0.7万ｍ3増加しました。 

◆加工体制の強化 

○中小規模の事業所が多く、前年度は１事業所当たりの年間平均加工量は全国平均に対して

27％（842ｍ３）でしたが、１事業所当たりの加工量が 32％（1,064ｍ3）に増加しました。 

○製材工場への加工施設整備支援により生産拡大や生産体制強化が図られ、また大型製材工

場の本格稼働等により、大規模な需要に応えられる生産加工体制が整ってきました。 

◆県産材の利用促進 

○「ぎふ性能表示材」の出荷量は 8,399ｍ3で対前年比 103％と増加し、新たに性能表示の対

象とした内装木質化部材の性能表示材が約 165ｍ３（826ｍ２）利用 

されました。 

○17の公共施設等の木造化及び内装木質化を行い、多くの人々に 

木の良さを感じていただくことができました。 

○長野県と協働で「広域認証材」のＰＲや、韓国での県産材製品の 

ＰＲなど、県外や海外に向けた県産材販売の取組みが進んでいます。 
 

平成 29年度以降の方針 

◆木材流通の合理化 

○製材工場等への原木の直送や製材工場から需要先への直納のメリットを活かすため、流通

や加工施設の整備等を支援します。 

○需給情報の収集・提供により製材工場等の需要に応じた木材生産・流通体制を構築します。 

◆加工体制の強化 

○住宅メーカー等が求める高品質な製品を出荷できるよう、中小製材工場の体質強化や水平

連携を図るとともに、中核工場の施設整備や乾燥施設整備を支援します。 

◆県産材の利用促進 

○県内、県外で県産材を一定量使用した住宅の新築や内装木質化、バリアフリー改修に対し

て助成します。また、内装に「ぎふ性能表示材」を使用する場合、助成額を加算します。 

○製材工場と工務店・建築士とのビジネスミーティングや、住宅資材展示会でのＰＲ等、「ぎ

ふ性能表示材」の供給者と利用者との商談の機会を拡大します。 

○長野県と連携し、「ぎふ性能表示材」を「広域認証材」として中京圏や首都圏に販路拡大す

るためのＰＲ活動を行います。 

○「岐阜県産材輸出推進協議会」を通じて関係者が連携して輸出にかかる取組みを推進しま

す。特に韓国に対して住宅資材展示会への出展や、韓国の建築技術者等に対する研修等を

行います。 

○新たな分野・地域に向けた商品開発や販路拡大にかかる取組みを支援します。 

○県産材を使った非住宅木造建築物の設計や建築を担う人材を育成するため、建築士を対象

に新たに「岐阜県木造建築マイスター」講座を開設します。 

○第３期「公共施設等における県産材利用推進方針」（平成 29年度～平成 33年度）をふまえ、

市町村等への支援や「公共木造建築関係者対象研修会」の開催等により、公共施設等にお

ける木造化、内装木質化の取組みを促進します。 

○東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けて整備される施設・備品等への県産木

材利用を促進します。 

<福祉施設の木造化（川辺町）> 
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○「清流の国ぎふ森林・環境税」制度の継続を決定  

～第２期（平成 29年度～平成 33年度）へ～ 
  

岐阜県の恵まれた森林・川などの自然環境の保全・再生に向けた取組みを確実に進める

ため、その財源として平成 24年度に「清流の国ぎふ森林・環境税」を導入しましたが、こ

うした取組みをさらに進めるため、平成 29年度以降についても制度を継続することとなり

ました。 

今後５年間（第２期）に森林・環境税を活用する事業は、これまでの実績等を踏まえ、

市町村や各種団体のニーズはもとより、新たな課題にも対応するよう事業を拡充し、大き

く４つの施策に再編して実施します。 

 

◆４つの施策 

・100年先の森林づくりの推進 

・自然生態系の保全と再生 

・ぎふの豊かな森林・水を活かした 

環境にやさしい社会づくり 

・人づくり・仕組みづくり 

※上記共通 

地域のニーズに基づいた環境保全活動の促進 

 

 

○岐阜樹木育苗センター（コンテナ苗生産施設）が竣工 
 

再造林に必要となるコンテナ苗の安定供給体制を整備するため、県の下呂林木育種事業

地において、住友林業（株）が整備を進めていた岐阜樹木育苗センターが平成 29年３月に

竣工しました。 

民間企業が持つ優れたコンテナ苗生産技術の導入を図るため、平成 27年３月に県は住友

林業（株）と「岐阜県苗木供給体制事業に関する事業協定書」を締結し、整備を進めてき

た施設です。 

本施設は、住友林業（株）が独自に研究開発した生産技術を活用し、苗木育成環境の最

適化と通年生産体制を構築することで、生産効率の向上、コスト削減、そして苗木の品質

向上を目指しています。 

県内のスギ苗木不足が解消されることが期待され、次世代へつなぐ持続可能な森林づく

りに取り組む上で重要な施設です。 

 

◆施設概要 

   事 業 内 容：コンテナ苗木の生産 

（スギ、カラマツ、その他） 

 事業地面積：8,205.9㎡ 

   施 設 内 容：ビニルハウス 4棟、発芽室など 

   生 産 規 模：年間 20万本 

   施 設 運 営：住友林業（株） 

トピックス 

観光景観林整備事業（新規） 

住友林業（株）岐阜樹木育苗センター 

（下呂林木育種事業地内） 
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目標値に対する実績 
 

＜参考：達成率算出方法＞ 

   

                   
                   （基準値＝基準年 H22の実績値） 

 

 
   

ただし、基準値がない項目、「目標値－基準値」が０以下の項目は、「達成率＝実績値／目標値」 
で算出する。 

 

   【基準値がない項目】           【目標値－基準値が０以下の項目】 
１ 森林経営計画策定面積                ２ 間伐の実施面積 

   ７ 恵みの森づくりコンソーシアム会員数  ６ 生活環境保全林への入込者数 
   ８ 環境保全モデル林指定数          24 森林文化ｱｶﾃﾞﾐｰ卒業生（ｴﾝｼﾞﾆｱ科）県内就職率 
    10 森林経営計画区域内作業道新規開設延長 27 新技術開発件数 
   15 公共施設の木造化及び内装木質化施設数 
   18 木育・森林環境教育指導者研修受講者数 
   26 フォレスター認定者数 
 

 

 

 

 

 

  

１ 森林経営計画策定面積（千 ha） 

年度 基準年 H22 H24 H25 H26 H27 H28 摘要 

目標  75 110 145 180 200 （累計） 

実績 
－ 46 75 93 106 123 

 

達成率 － 61% 68% 64% 59% 

 

 

 

62%  

評価・課題 

森林整備地域活動支援交付金等の支援事業を活用し、大規模な面

的にまとまりのある森林において、森林経営計画の作成が進められ

ています。しかし、急傾斜や小規模、不在村所有者の森林において

は、計画策定に時間と労力を要し、目標値を下回りました。 

路網整備が困難な急傾斜地では、林業架線システムを主体的に取

り入れた森林経営計画の策定が必要です。 

今後の方針 

木材生産量の拡大に向けて、森林経営計画の普及を図るとともに、

これまでの林班計画（※１）に加え、認定要件が緩和される区域計画（※

２）の策定を促進することにより、計画策定面積を増加していきます。 

（※１）  林班計画： 林班または隣接する複数林班内の森林を対象とする計画。林班または隣接する複数林班の 

面積の 2分の１以上の面積規模であることが要件。 

  （※２）  区域計画： 市町村長が定める一定区域内の森林を対象とする計画。区域内において 30ha以上の面積で 

あることが要件。区域内の森林であれば同一林班や隣接する林班である必要はない。 

 

２ 間伐の実施面積（ha） 

年度 基準年 H22 H24 H25 H26 H27 H28 摘要 

目標  12,400 12,400 12,400 12,400 12,400  

実績 14,284 10,463 8,844 8,605 10,379 9,025  

達成率 － 84% 71% 69% 84％ 73%  

健全で豊かな森林づくりの推進 
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評価・課題 

９月中旬から 10 月中旬にかけての長雨と、12 月以降の降雪で現

場作業が進まなかったことから、前年度と比べ、間伐実施面積が伸

びず、目標値を下回りました。 

保育間伐を含め、間伐を適切に推進するためには、搬出間伐の生産

性を高め、労働力を効率的に配分する必要があります。 

今後の方針 

搬出間伐や路網整備は、持続的な林業経営を行う木材生産林に集

約し、重点的に支援します。 

地形や気象等の生育条件が厳しく木材生産が困難な奥山林等の環

境保全林の人工林では、間伐による針広混交林化への誘導を支援し

ます。 

森林所有者の確認や境界の確定に手間取り、事業地の確保が進まな

いため、境界明確等の活動に対し支援します。 

 

３ 搬出間伐材積（ｍ3） （森林整備事業分） 

年度 基準年 H22 H24 H25 H26 H27 H28 摘要 

目標  87,600 96,400 105,700 115,300 125,400  

実績 73,143 191,943 160,525 149,412 180,928 176,374  

達成率 － 822% 376% 234% 256% 198%  

評価・課題 

搬出間伐に対する重点的な支援により、搬出間伐材積は目標値を

大幅に上回りました。  

木材需要に応えるとともに、森林所有者に利益を還元し、持続的

な林業経営を確立するためには、更なる計画的及び効率的な施業技

術の向上等が必要です。 

今後の方針 

原木の供給量を安定的に確保するため、効率的な搬出間伐と林内

路網整備を引き続き支援します。 

 

４ 災害跡地復旧工事３年以内完了率（％） 

年度 基準年 H22 H24 H25 H26 H27 H28 摘要 

目標  100（毎年度）  

実績 36.1 92 97 98 96 66  

達成率 － 87% 95% 97% 94% 47%  

評価・課題 

平成 26年に発生した被災箇所の復旧対策を３ヶ年かけて実施し

てきた結果、復旧想定合計額の 66%の整備にとどまり、目標値を下

回りました。 

これは、事業規模が縮小する中、人家に近接する箇所等の復旧事

業に対し重点的に予算を充当していますが、平成 26年８月に発生し

た飛騨地方を中心とした豪雨災害の被害が非常に大きかったためで

す。 

今後の方針 

今後も３ヶ年目標 100％に取組むとともに、平成 26年度の災害跡

地復旧については、引き続き対策を進めます。 

また、土地所有者の承諾困難により着工できない箇所については、引

き続き市町村と一体となり、粘り強く説得を続けます。 
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（※３）恵みの森づくりコンソーシアム：ＮＰＯ、企業等による里山林や奥山林の保全と新たな利活用を進める組織。 

５ 魚つき保安林の指定箇所数（箇所） 

年度 基準年 H22 H24 H25 H26 H27 H28 摘要 

目標  2 3 4 5 5 （累計） 

実績 1 3 4 5 6 7  

達成率 － 200% 150% 133% 125% 150%  

評価・課題 

世界農業遺産「清流長良川の鮎」の保全と地域の持続可能な発展

に資するため、ＧＩＡＨＳ鮎の日（７月 24日）に合わせ、郡上市

白鳥町長滝地内の「道の駅白鳥」対岸の森林（7.72ha）を県下７番

目となる魚つき保安林に指定し、目標値を上回ることができまし

た。 

今後の方針 
森林の持つ公益的機能の向上のため、魚つき保安林の指定を進め、

適切な管理を行います。 

 

６ 生活環境保全林への入込者数（万人） 

年度 基準年 H22 H24 H25 H26 H27 H28 摘要 

目標  112（毎年度）  

実績 112 113 120 112 112 112  

達成率 － 101% 107% 100% 100% 100%  

評価・課題 

市町による生活環境保全林の再整備を支援し、歩道や看板等の修

繕などを実施した結果、安全性や利便性の向上が図られ、目標値を

達成することができました。 

県内 32箇所ある生活環境保全林は市町において維持管理がされ

ていますが、歩道等の老朽化等により修繕の必要な箇所がまだ見受

けられます。 

今後の方針 

平成 28年度から、利用者の安全性や利便性の向上に向けた施設整

備に対する補助率を拡充し支援を実施していますが、引き続き修繕

等にかかる支援を行い、より多くの方に利用して頂けるよう努めま

す。 

 

７ 恵みの森づくりコンソーシアム（※３）会員数（人） 

年度 基準年 H22 H24 H25 H26 H27 H28 摘要 

目標  40 55 70 85 100 （累計） 

実績 － 31 32 35 36 36  

達成率 － 78% 58% 50% 42% 36%  

評価・課題 

イベント会場等でのＰＲや、個別訪問等を行った結果、法人等を

含む２団体の加入がありましたが、２団体が退会し、目標値を下回

りました。 

しかし、平成 26年度から複数の会員や団体で構成される協議会の

加入も認め、実質的な会員数は 130 人（個人・団体）となり、活動

の裾野が広がっている状況です。 

今後とも積極的なＰＲを行い、里山林や新たな利活用についての

連携を進めることが必要です。 

今後の方針 

森林に関心のある企業・団体への個別訪問等などにより、入会者

の増加を図ります。 

また、多様な森林づくりやその活用などを研究し、情報発信する

など、活動の裾野を広げていきます。 
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８ 環境保全モデル林指定数（箇所） 

年度 基準年 H22 H24 H25 H26 H27 H28 摘要 

目標  1 2 3 4 5 (累計) 

実績 － 1 2 4 5 5  

達成率 － 100% 100% 133% 125% 100%  

評価・課題 

環境保全モデル林指定数は、目標値を達成しています。 

美濃市古城山、可児市我田の森においては、プレーヤーのみなら

ず、地域の団体による活用が進みました。 

中津川市加子母福崎の森、土岐市土岐高山城跡の森においては、

オープニングイベントが開催され、プレーヤーを中心とした里山の

利活用が始動しました。 

今後は、プレーヤーによる自立・継続した利活用を更に進めてい

くことが必要です。 

今後の方針 

モデル林において、プレーヤーのみならず、県内外の他団体によ

る活動も活性化しており、地域が主体となった里山の活用が進んで

います。 

本事業により整備した里山をモデルとした里山保全活動を、全県

に波及させていきます。 

 

 

 

 

 

 

９ 木材（丸太）生産量 （万ｍ3） 

年度 基準年 H22 H24 H25 H26 H27 H28 摘要 

目標  37 39 42 45 50  

実績 

32.5 36.3 36.8 

38.1 

(37.1) 

 

43.8 

(34.8) 

 

51.0 

(38.9) 

 

 

 

 

   

 

達成率 － 84% 66% 59% 90% 106%  

評価・課題 

施業の集約化、路網整備及び林業機械化による計画的かつ効率的

な生産、並びに次世代型架線集材機等の高度な技術者の育成等に努

め、概ね生産目標値を達成することができました。 

しかしながら、木材需要者が必要とする時期に木材が不足するこ

ともあり、年間を通して安定的な木材の供給が求められます。 

今後の方針 

木材生産量の増加を図るため、計画的な主伐（皆伐）を推進する

とともに、森林の適正な更新を図ります。 

また、生産された木材が、用途別に的確に区分され、需要動向に

応じ、安定的に供給できる体制づくり進めます。 

 （H26,27,28は木質バイオマスを含めた生産量。（ ）内は農林水産統計（木質バイオマスを含めない）） 

 

 

 

 

 

林業及び木材産業の振興 
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（再掲）１ 森林経営計画策定面積（千 ha） 

年度 基準年 H22 H24 H25 H26 H27 H28 摘要 

目標  75 110 145 180 200 （累計） 

実績 － 46 75 93 106 123 
 

達成率 － 61% 68% 64% 59% 

 

 

 

62%  

評価・課題 

森林整備地域活動支援交付金等の支援事業を活用し、大規模な面

的にまとまりのある森林において、森林経営計画の作成が進められ

ています。しかし、急傾斜や小規模、不在村所有者の森林において

は、計画策定に時間と労力を要し、目標値を下回りました。 

路網整備が困難な急傾斜地では、林業架線システムを主体的に取

り入れた森林経営計画の策定が必要です。 

今後の方針 

木材生産量の拡大に向けて、森林経営計画の普及を図るとともに、

これまでの林班計画（※１）に加え、認定要件が緩和される区域計画（※

２）の策定を促進することにより、計画策定面積を増加していきます。 

（※１）  林班計画： 林班または隣接する複数林班内の森林を対象とする計画。林班または隣接する複数林班の 

面積の 2分の１以上の面積規模であることが要件。 

  （※２）  区域計画： 市町村長が定める一定区域内の森林を対象とする計画。区域内において 30ha以上の面積で 

あることが要件。区域内の森林であれば同一林班や隣接する林班である必要はない。 

 

１０ 森林経営計画区域内作業道新規開設延長（km） 

年度 基準年 H22 H24 H25 H26 H27 H28 摘要 

目標  150 300 450 600 750 （累計） 

実績 － 154 378 641 868 1,050  

達成率 － 103% 126% 142% 145% 140%  

評価・課題 

作業道新規開設延長は、目標値を上回りました。これにより効率

的な木材生産が進み、搬出された木材が県内の需要施設へ供給され

ました。 

搬出間伐のための作業道開設への理解が広がるとともに、作業道

開設研修の実施により、作設技術も広く普及し、災害に強く継続的

に使用できる作業道が開設されています。 

今後の方針 

引き続き、高性能林業機械と組み合わせた効率的な作業システム

を構築するための路網整備を進めます。 

作業道の計画策定にあたり、林道と効率的に組み合わせ、高い生

産性を実現する作業システムを構築します。 

地域の地形・地質に合った安全で効率的な作業道の開設を実践で

きる人材を育成します。 

 

１１ 製材工場等への木材直送量（万ｍ3） 

年度 基準年 H22 H24 H25 H26 H27 H28 摘要 

目標  18 20 22 24 26  

実績 13 21.7 22.4 22.2 25.7 26.4  

達成率 － 174% 134% 102% 115% 103%  
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評価・課題 

市場を通さず製材工場へ直接納材するシステム（直送システム）

による木材取扱量は前年度より７千ｍ3 増加し、目標値を達成する

ことができました。 

今後、大型製材工場の生産拡大による需要量の増加や木材の広域

流通、中間土場を活用した大型のトレーラー等による大量輸送によ

る直送システムが増加する見込みであり、引き続き原木の安定供給

に取り組んでいく必要があります。 

今後の方針 

木材の流通は、より広域化しており、計画的、安定的、迅速性が

求められる方向性にあります。 

木材流通の合理化と流通コストの低減を図るため、木材のストッ

クヤードや集出荷機械等の施設整備を支援するとともに、需要者ニ

ーズを的確に把握し、「必要なものを、必要な時に、必要な量を」供

給することができるように生産と流通の体制強化を図ります。 

 

１２ 製材品出荷量に占める人工乾燥材の割合（％） 

年度 基準年 H22 H24 H25 H26 H27 H28 摘要 

目標  43 47 51 55 60  

実績 31 34.5 37.8 40.3 43.9 45.6  

達成率 － 29% 43% 47% 

 

54% 

 

50%  

評価・課題 

県産材の製材品における人工乾燥材出荷率は、前年度より増加し、

45.6%となり、全国平均 36.8％を大きく上回り、全国７位となって

いますが、目標値を下回りました。 

 一般木造住宅では、瑕疵への対応のため、木質製品への乾燥度に

対する要求が高くなっていることから、乾燥施設の整備を促進する

とともに、乾燥技術向上のための研究とその成果の普及及び技術者

の育成が必要です。 

今後の方針 

高品質な乾燥材の生産を行う製材工場や乾燥センター、地域の核

となる製材工場の乾燥施設整備を支援します。  

また、県森林研究所に導入した木材乾燥実験施設を活用し、効率

的かつ安定した品質の乾燥技術の研究と乾燥技術者の育成、県内企

業の乾燥技術の指導を行っていきます。 

 

１３ ぎふ性能表示材製品出荷量（千ｍ3） 

年度 基準年 H22 H24 H25 H26 H27 H28 摘要 

目標  10 20 30 40 50  

実績 １ 9.9 14.5 9.7 8.2 8.4  

達成率 － 99% 71% 30% 18% 15%  

評価・課題 

「ぎふ性能表示材」の実績は前年より微増しましたが、目標値を

大きく下回りました。「ぎふ性能表示材」より公認性の高いＪＡＳ（日

本農林規格）を扱う工場の「ＪＡＳ認証材」（「ぎふ性能表示材」相

当）が 7.5千㎥生産され、「ぎふ性能表示材」と「ＪＡＳ認証材」を

合計した実績は約 16千㎥でした。 

今後は、大手住宅メーカーや公共建築物の木造化、大都市圏等の

大口需要の要求に対応できる供給体制の強化や、広域的な利用拡大

を図るため、「ぎふ性能表示材」の更なるＰＲが必要です。 

今後の方針 

平成 28年度からは、構造材に加え、内装材の「ぎふ性能表示材」

が追加され、今後、非住宅分野での用途拡大が期待できます。 

引き続き、都市部におけるＰＲを強化するほか、高品質な県産材
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住宅の建設や増改築に取り組む建築士、工務店等における利用とと

もに、商業施設での利用拡大を促進します。 

供給体制の面では、ぎふ性能表示材認証センターを核とした会員

相互の技術向上と安定供給体制の強化を図ります。 

 

１４ 県内新設戸建軸組住宅に占める県産材住宅の割合（％） 

年度 基準年 H22 H24 H25 H26 H27 H28 摘要 

目標  17 18 19 20 21   

実績 16.1 15.1 16.4 18.2 15.3 16.2  

達成率 － ﾏｲﾅｽ 16% 72% ﾏｲﾅｽ 2%  

評価・課題 

県産材住宅の割合は、前年度より 0.9％増加しましたが、目標値

を下回りました。県内の新設住宅着工戸数が前年度より 1.0％増加

する中、県内の木造軸組住宅は 2.8％減少したのに対し、県産材住

宅の着工戸数は 3.0％増加しています。 

県産材を使う意義や木造住宅の良さについて、子育て世代をター

ゲットにＰＲし、県産材住宅の認知度を高める必要があります。 

今後の方針 

 「ぎふの木で家づくり支援事業」等により、県産材住宅を建築する

施主に対する支援を行います。支援にあたっては、施主等にとって

より使いやすい制度となるよう申請手続きの手順等の見直しを検討

します。また、県民に対する県産材住宅の良さ及び品質や性能の確

かな「ぎふ性能表示材」をＰＲすることにより、県産材住宅の建設

を促進します。 

 

１５ 公共施設の木造化及び内装木質化施設数（施設） 

年度 基準年 H22 H24 H25 H26 H27 H28 摘要 

目標  16 32 48 64 80 （累計） 

実績 － 15 38 55 73 90 

 

 

達成率 － 94% 119% 115% 114% 113％  

評価・課題 

県内の公共施設のうち、特に普及効果の高い教育・福祉関連施設

を中心に、県有施設で７施設、市町村等施設で 10施設の木造化及び

内装木質化を行い、目標値を上回りました。 

しかし、これまで、公共施設において木造化・木質化事業を実施

していない市町が 13あることから、全県的に木材を利用しようとす

る機運を醸成することが必要です。 

今後の方針 

第３期「公共施設等における県産材利用推進方針」（平成 29年度

～平成 33年度）を踏まえ、「公共木造建築関係者対象研修会」の開

催や、市町村等へ各種助成メニューの情報提供など、引き続き積極

的な働きかけを行い、公共施設等における木造化、内装木質化の取

組みを促進します。 

 

１６ 木質バイオマス利用量（燃料用途）（※４）（千 m3） 

年度 基準年 H22 H24 H25 H26 H27 H28 摘要 

目標  14 16 18 21 24  

実績 11 12.5 15.1 9.7 90.0 121.4  

達成率 － 50% 82% ﾏｲﾅｽ 790% 849%  
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評価・課題 

平成 26年 12月から、瑞穂市において整備された木質バイオマス

発電施設が稼働を開始したことにより、木質バイオマス利用量が大

幅に増加しており、平成 28 年度も目標値を大きく上回りました。 

引き続き、燃料需要に応えるため、未利用材を安定供給する仕組

みづくりと、地域内で発生した木質バイオマスを地域内で利用する

仕組みづくりが必要です。 

今後の方針 

地産地消型木質バイオマスエネルギーの活用を進めるため、燃料

の安定供給体制を構築するとともに、地域分散型の木質バイオマス

利用施設を整備し、地域内で資源循環利用ができる体制を整備しま

す。 

  （※４）木質バイオマス利用量（燃料用途）：原木から木質燃料として加工される利用量。製材端材、木質系廃棄物を

除く。 

 

（再掲）７ 恵みの森づくりコンソーシアム（※３）会員数（人） 

年度 基準年 H22 H24 H25 H26 H27 H28 摘要 

目標  40 55 70 85 100 （累計） 

実績 － 31 32 35 36 36  

達成率 － 78% 58% 50% 42% 36%  

評価・課題 

イベント会場等でのＰＲや、個別訪問等を行った結果、法人等を

含む２団体の加入がありましたが、２団体が退会し、目標値を下回

りました。 

しかし、平成 26年度から複数の会員や団体で構成される協議会の

加入も認め、実質的な会員数は 130 人（個人・団体）となり、活動

の裾野が広がっている状況です。 

今後とも積極的なＰＲを行い、里山林や新たな利活用についての

連携を進めることが必要です。 

今後の方針 

森林に関心のある企業・団体への個別訪問等などにより、入会者

の増加を図ります。 

また、多様な森林づくりやその活用などを研究し、情報発信する

など、活動の裾野を広げていきます。 

（※３）恵みの森づくりコンソーシアム：ＮＰＯ、企業等による里山林や奥山林の保全と新たな利活用を進める組織。 

 

１７ キノコ生産量（ｔ） 

年度 基準年 H22 H24 H25 H26 H27 H28 摘要 

目標  4,960 4,995 5,030 5,065 5,100  

実績 4,899 4,210 3,877 3,023 3,136 3,302  

達成率 － ﾏｲﾅｽ ﾏｲﾅｽ ﾏｲﾅｽ ﾏｲﾅｽ ﾏｲﾅｽ  

評価・課題 

キノコ生産量は、目標値を大きく下回りました。しかし、平成 27

年度に比べ、生産量は 5.3％増加しており、平成 27年度の前年度比

3.7％増に続き、2年連続の増加となりました。 

産地間競争の激化等により価格が低下傾向にあり、平成 28 年度

中に県内のブナシメジ等を生産する事業者が業績不振で廃業とな

っています。キノコ生産事業者の経営安定化に向け、生産コストの

縮減や品質の向上、消費拡大に向けた新たな販路開拓が必要です。 
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今後の方針 

シイタケの産地化を促進するため、シイタケ原木や菌床ブロック

の共同購入や生産資材の価格の上昇による生産者の負担を軽減す

るための支援に取り組みます。 

また、キノコの安定生産や経営の安定化を図るため、生産者に対

する技術指導等を積極的に行うとともに、販売先を確保し、価格競

争力のある事業体への支援を検討していきます。 

全国的にキノコ生産量が減少する傾向にあることから、消費者ニ

ーズを重視した安心・安全なキノコの供給を図るとともに、需要拡

大のため、キノコ料理の調理方法等の消費宣伝活動を推進し、県内

生産量の減少割合を少しでも抑えるよう、現状維持を今後の目標指

数とし支援をしていきます。 

 

 

 

 

 

 

１８ 木育・森林環境教育指導者研修受講者数（人） 

年度 基準年 H22 H24 H25 H26 H27 H28 摘要 

目標  50 100 150 200 250 （累計） 

実績 － 78 107 177 262 327  

達成率 － 156% 107% 118% 131% 131%  

評価・課題 

平成 28年度の受講者数は 65 人となり、目標値を上回りました。

教育機関への「ぎふ木育」の普及は着実に進んでいますが、より多

くの施設や学校で取り組んでいただくためには、指導者の木育に関

する知識や技術の向上を図る必要があります。 

受講者へのアンケートの実施などにより、研修内容や運営方法に

ついて更なる改善を図る必要があります。 

今後の方針 

県民を対象とした木育・森林環境教育講座を効果的、効率的に開

催し、受講者が講座で学んだことを活用して自ら行動できる能力を

育てます。 

  

１９ 木育教室・緑と水の子ども会議実施校数（校） 

年度 基準年 H22 H24 H25 H26 H27 H28 摘要 

目標  175 190 200 210 220 （累計） 

実績 149 204 231 270 300 322  

達成率 － 212% 200% 237% 248% 244%  

評価・課題 

新規の実施は 22校で、目標値を大きく上回りました。県内の幼稚

園、保育園、小・中・高等学校 1,327校（平成 29年 4 月現在）の

24％で実施されています。教育機関に「ぎふ木育」が浸透してきて

いますが、実施校が特定されるとともに地域が偏る傾向があるため、

新たな実施校の掘り起しを行うとともに、県内全域に普及させるこ

とが必要です。 

人づくり及び仕組みづくりの推進 
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今後の方針 

特定の施設、学校のみでなく、実績のない施設等での実施を促し、

県内全域で「ぎふ木育教室」等が実施され、「ぎふ木育」が定着する

よう、指導者を対象とした交流会の開催や教育機関への実施を働き

かけます。 

広報については、ぎふ森林づくりサポートセンターを活用してい

きます。 

  

２０ 森林づくりに関する企業等との協定締結数（件） 

年度 基準年 H22 H24 H25 H26 H27 H28 摘要 

目標  15 16 17 18 19 （累計） 

実績 13 15 17 17 19 21  

達成率 － 100% 133% 100% 120% 133%  

評価・課題 

平成 28年度は新たに２企業と協定を締結し、累計 21 件となり目

標値を上回りました。これまで協定を締結した企業等においても県

内各地で森林づくり活動が実施されました。 

今後、協定期間が満了する企業等に対して、活動の継続実施を働

きかけていく必要があります。 

今後の方針 

森林づくり活動を希望する企業に対し、制度の説明、活動場所の

紹介、活動計画の作成、運営方法などの支援を行います。 

 また、協定締結済みの企業等に対しては、引き続き森林づくり活

動のサポートや広報支援を行うことで活動の活性化を促します。 

 

（再掲）７ 恵みの森づくりコンソーシアム（※３）会員数（人） 

年度 基準年 H22 H24 H25 H26 H27 H28 摘要 

目標  40 55 70 85 100 （累計） 

実績 － 31 32 35 36 36  

達成率 － 78% 58% 50% 42% 36%  

評価・課題 

イベント会場等でのＰＲや、個別訪問等を行った結果、法人等を

含む２団体の加入がありましたが、２団体が退会し、目標値を下回

りました。 

しかし、平成 26年度から複数の会員や団体で構成される協議会の

加入も認め、実質的な会員数は 130 人（個人・団体）となり、活動

の裾野が広がっている状況です。 

今後とも積極的なＰＲを行い、里山林や新たな利活用についての

連携を進めることが必要です。 

今後の方針 

森林に関心のある企業・団体への個別訪問等などにより、入会者

の増加を図ります。 

また、多様な森林づくりやその活用などを研究し、情報発信する

など、活動の裾野を広げていきます。 

（※３）恵みの森づくりコンソーシアム：ＮＰＯ、企業等による里山林や奥山林の保全と新たな利活用を進める組織。 
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２１ 森林づくり関係イベント（※５）に出展した団体数（団体） 

年度 基準年 H22 H24 H25 H26 H27 H28 摘要 

目標  40 45 50 55 60  

実績 35 48 69 82 145 50  

達成率 － 260% 340% 313% 550% 60%  

評価・課題 

森と木とのふれあいフェアを「全国育樹祭１周年記念行事」の併

催行事として揖斐川町で開催しました。 

木材生産に携わる団体やＮＰＯ団体など多数の団体に出展いただ

きましたが、例年開催期間が２日間のところ、１日の開催であった

ため、目標値を下回りました。 

今後の方針 

森林づくり関係イベントは、多くの県民に森林の働きや、森林づ

くり活動、木材利用について知ってもらうことができる重要な機会

であることから、平成 28年度までに出展された団体はもとより、新

たな団体に催事への参加を幅広く呼びかけます。 
  （※５）森林づくり関係イベント：山の日フェスタぎふ、森と木とのふれあいフェア、育樹祭関連イベント 

 

２２ 森林技術者数（人） 

年度 基準年 H22 H24 H25 H26 H27 H28 摘要 

目標  1,184 1,193 1,202 1,211 1,220  

実績 1,166 1,109 1,097 1,029 947 930  

達成率 － ﾏｲﾅｽ ﾏｲﾅｽ ﾏｲﾅｽ ﾏｲﾅｽ ﾏｲﾅｽ  

評価・課題 

森林技術者数は、54名の新規就業があったものの、定年や転職等

が多かったことにより前年から減少し、さらに目標値を下回りまし

た。 

森林技術者の平均年齢は 46.4歳で、年齢別の割合は 40代が 28.5%

と最も多く、次いで 30代が 24.2%ですが、30歳未満の就業者は 10.5%

と低くなっています。 

引き続き、新規就業者の確保と就業定着への取組みが必要です。 

今後の方針 

若手の森林技術者を確保するため、農林高校生には木材の伐採か

ら加工までの一連の工程を学ぶ見学会の開催及び林業会社等でのイ

ンターンシップを実施します。 

林業へ就業希望の森林文化アカデミー学生には就業準備の給付金

支給や､林業会社等の取組みを紹介する説明会等を開催します｡ 

また、新規就業者の定着を促進するため、林業労働力確保支援セ

ンターや関係団体が開催する基礎から習熟度に応じた技術研修の開

催を支援します。 

 

２３ 施業プランナー養成者数（人） 

年度 基準年 H22 H24 H25 H26 H27 H28 摘要 

目標  72 84 96 108 120 (累計) 

実績 45 81 98 114 124 133  

達成率 － 133% 136% 135% 125％ 117％  
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評価・課題 

施業プランナーを新たに９人を養成することができ、目標を上回

りました。 

森林経営の中核を担う人材としての位置づけを明確にするため

「岐阜県森林経営プランナー登録制度」を設けており、平成 29年 3

月末までに 77人が登録されています。 

今後も研修修了者の資質の維持及び向上を図るとともに、施業プ

ランナーが活躍できる環境を整えることが必要です。 

今後の方針 

森林経営計画の作成・実行管理を担う施業プランナーに対し、育

成及び技術力の維持・向上を目的とした育成研修、技術維持研修な

どを開催するとともに、最新技術等について情報提供することでレ

ベルアップを図ります。 

また、研修修了者に対する「岐阜県森林経営プランナー」の登録

を促進します。 

  

２４ 森林文化アカデミー卒業生（ｴﾝｼﾞﾆｱ科）県内就職率（％） 

年度 基準年 H22 H24 H25 H26 H27 H28 摘要 

目標  70 以上（毎年度）  

実績 78 79 70 50 53 64  

達成率 － 113% 100% 71% 76% 91%  

評価・課題 

県内で活躍する人材育成を主眼とし、就職指導・求人紹介等に尽

力した結果、県内就職率は 64％と昨年より増加しましたが、目標を

やや下回りました。 

今後は、学生自身の県内への就職意識を醸成しながら、未就職卒

業生の数を減らし、その上で県内就職率 70％を恒常的に確保できる

取組みが必要です。 

今後の方針 

就職教育・就職先開拓等を行うキャリア支援委員会による就職支

援を図るとともに、学生の就職意識を醸成するため、２年次での企

業研修（長期インターンシップ）、１年次、２年次での「キャリアデ

ザイン」（年間 30時間）の授業に取り組みます。 

 

２５ 独自の取組みを行った市町村森林管理委員会数（数） 

 年度 基準年 H22 H24 H25 H26 H27 H28 摘要 

目標  18 20 22 24 26  

実績 13 17 20 24 25 26  

達成率 － 80% 100% 122% 109％ 100%  

評価・課題 

独自の取組みを行った市町村管理委員会の数は、目標値を達成し

ました。林業普及指導員が市町村森林管理委員会の運営を支援し、

より専門的な項目については、市町村からの要請に基づき「岐阜県

森林技術開発・支援センター」において支援を行いました。 

具体的には、100年の森林づくり計画策定にかかるゾーニングの

検討、コンテナ苗の調査、市町村有林等の森林経営計画を策定した

上での整備方針の検討、木質バイオマス利用等を進めるための市町

村単独助成の検討、里山林の管理方法についての検討などが行われ

ました。 

今後も、関係者が整理した地域固有の課題に対する取組み内容へ

の支援を継続していく必要があります。 
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今後の方針 

林業普及指導員が市町村森林管理委員会のアドバイザー等として

参画し、地域の林業・木材産業の状況を把握した上で、各地域の実

情に応じた課題に対する取組み等を支援します。 

また、100年先の森林づくり計画(森林配置計画)の策定を支援し、

森林の適正な管理や林地台帳の整備・運用等を支援、指導します。 

 

２６ フォレスター認定者数（人） 

年度 基準年 H22 H24 H25 H26 H27 H28 摘要 

目標  － 10 20 30 40 （累計） 

実績 － － 20 34 41 61  

達成率 － － 200% 170% 137% 153%  

評価・課題 

認定者数は更に増加し、目標値を大きく上回りました。対象とな

る林業普及指導員を中心に、国主催の森林総合監理士育成研修や専

門技術研修へ派遣して知識や技術の研鑚を行ったほか、森林総合監

理士（フォレスター（＊））の資格試験に関する情報交換等を行った

結果、20人が合格しました。各農林事務所に森林総合監理士を配置

するため、引き続き林業普及指導員の資質向上を図るとともに、地

域の森林管理に向け、市町村や林業事業体を支援・指導する必要が

あります。 

今後の方針 

国研修等への派遣により若手の林業普及指導員を中心に人材育成

を行います。また、国有林、隣県の森林総合監理士と連携し、地域

の課題解決に取り組みます。 

（※６）フォレスター：林業普及指導員資格試験区分における地域森林総合監理に合格した者の通称。 

  

２７ 新技術開発件数（件） 

年度 基準年 H22 H24 H25 H26 H27 H28 摘要 

目標  ２（毎年度）  

実績 ２ ２ ２ ５ ４ ４  

達成率 － 100% 100% 250% 200% 

 

200% 

 

 

 

評価・課題 

４件の技術開発を行い、目標を上回りました。「県木イチイの資

源量把握と効率的な更新方法の検討（平成 26～28年度）」、「美濃

和紙の原材料としてのコウゾ高品質化のための栽培技術の開発(平

成 26～28年度)」、「持続可能な森林経営に資する丈夫で簡易な森

林作業道作設技術の開発（平成 26～28 年度）」、「安全な路網計画

のための崩壊危険地ピンポイント抽出技術(農食研事業)( 平成 26

～28年度)」において技術開発を行い、これらの新技術が活用され

るよう、普及啓発を図る必要があります。 

今後の方針 

農林事務所等の現地機関や林業事業体等からの情報の収集、大学、

国の研究機関、他の公設試験研究機関との連携や情報交換に努める

ことにより、現時点で表面化している課題のみでなく、今後必要と

なるであろう技術の予測により課題化し、新技術の開発を進めます。 

新技術の活用に向けては、事業者等に対する普及啓発や研修会の

開催において、ポイント等を解説した手引書を活用するなど、わか

りやすい技術移転の方法を検討し、更なる普及に取り組みます 
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